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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波試験の方法において、
　放射波をポンプレーザー源から結晶の内部に設けられている第１の光変換器へ放射する
ステップであって、前記第１の光変換器は、前記放射波を信号波及びアイドラー波に変換
し、前記アイドラー波の波長は、中赤外線範囲である、ステップと、
　前記信号波及びアイドラー波を、前記第１の光変換器と共に結晶の内部に設けられてい
る第２の光変換器へ方向付けるステップであって、前記第２の光変換器は、前記信号波の
波長を中赤外線範囲に変換し、前記アイドラー波は、実質的には変化せずに前記第２の光
変換器を通過し、及び前記アイドラー波は、単一の出力波を形成するように前記変換され
た信号波と結合する、ステップと、
　検査対象を超音波検査するために、前記単一の出力波を検査対象の検査表面に放射する
ステップとを含み、
　前記第１の光変換器は、前記第２の光変換器と合わせて融合することにより、該第２の
光変換器と単一の統合周期分極結晶の形態で結合したものであることを特徴とする方法。
【請求項２】
請求項１記載の方法において、前記単一の出力波は、前記検査表面上に超音波変位を発生
する発生波であることを特徴とする方法。
【請求項３】
請求項１記載の方法において、前記単一の出力波は、前記検査表面上の超音波変位を検出
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する検出波であることを特徴とする方法。
【請求項４】
請求項１～３いずれかに記載の方法において、前記検査表面は、複合物であることを特徴
とする方法。
【請求項５】
請求項１～４いずれかに記載の方法において、前記第１の光変換器は、光パラメトリック
発振器を備えていることを特徴とする方法。
【請求項６】
請求項１～５いずれかに記載の方法において、前記第２の光変換器は、光パラメトリック
変換器及び差周波発生器から選択されたデバイスを備えていることを特徴とする方法。
【請求項７】
請求項１～６いずれかに記載の方法において、前記第１の光変換器及び第２の光変換器は
、前記結晶の異なる部分に分離して配置されることを特徴とする方法。
【請求項８】
請求項１～６いずれかに記載の方法において、前記第１の光変換器及び第２の光変換器は
、前記結晶の中に統合されて配置されることを特徴とする方法。
【請求項９】
請求項１～８いずれかに記載の方法において、前記ポンプレーザー波の波長は、約１．０
６４ミクロンであり、前記信号波の波長は、約１．５９４ミクロンであり、且つ前記アイ
ドラー波の波長は、約３．２ミクロンであることを特徴とする方法。
【請求項１０】
請求項１～９いずれかに記載の方法において、前記出力波の波長は、約３～４ミクロンで
あることを特徴とする方法。
【請求項１１】
請求項１～１０いずれかに記載の方法において、前記出力波の波長は、約３．２ミクロン
であることを特徴とする方法。
【請求項１２】
検査対象を超音波試験の方法において、
　（ａ）結晶に対して、約１．０６４ミクロンの波長の入力レーザー波を放射するステッ
プと、
　（ｂ）前記入力レーザー波を、約１．５９４ミクロンの波長を有する信号波と約３．２
ミクロンの波長を有するアイドラー波に変換するステップと、
　（ｃ）前記結晶の別の部分において、前記信号波の波長を約３．２ミクロンの波長に変
換するステップと、
　（ｄ）前記検査対象の検査表面に、前記アイドラー波及び波長が変換された前記信号波
の混合波を放射することによって、該検査表面に超音波変位を生成するステップとを含み
、
　前記結晶における、前記入力レーザー波を前記信号波と前記アイドラー波とに変換する
部分は、前記結晶における前記別の部分と合わせて融合することにより、該別の部分と単
一の統合周期分極結晶の形態で結合したものであることを特徴とする方法。
【請求項１３】
請求項１２記載の方法において、該方法はさらに、
　別のレーザー波を生成して、該レーザー波を振動している前記検査表面に放射するステ
ップと、
　前記検査表面の変位を検出するステップとを含んでいることを特徴とする方法。
【請求項１４】
請求項１２又は１３記載の方法において、前記ステップ（ａ）は、前記入力レーザー波を
光パラメトリック発振器に放射するステップであることを特徴とする方法。
【請求項１５】
請求項１２～１４いずれかに記載の方法において、前記ステップ（ｂ）は、前記信号波及
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びアイドラー波を、光パラメトリック発振器及び別の周波数発生器から選択された周波数
変換器からなるデバイスに放射するステップからなることを特徴とする方法。
【請求項１６】
レーザー超音波試験システムにおいて、
　入力レーザー源と、
　結晶と、
　前記入力レーザー源からの入力レーザー波を信号波及びアイドラー波に変換する変換器
であって、前記結晶内に配置される第１の光周波数変換器と、
　前記結晶内に前記第１の光周波数変換器と統合して配置される第２の光周波数変換器で
あって、前記信号波の波長を前記アイドラー波と実質的に同じ波長に変換し、該変換され
た信号波及びアイドラー波を含む複合出力波であって、検査対象の対象表面上に超音波振
動を発生するように、前記対象表面に方向付けることが可能である複合出力波を生成する
第２の光周波数変換器と、
　前記対象表面に方向付けることが可能であり且つ超音波変位を検出するように構成され
る検出レーザーとを備え、
　前記第１の光変換器は、前記第２の光変換器と合わせて融合することにより、該第２の
光変換器と単一の統合周期分極結晶の形態で結合したものであることを特徴とするレーザ
ー超音波試験システム。
【請求項１７】
請求項１６記載のレーザー超音波試験システムにおいて、前記入力レーザー波は、約１．
０６４ミクロンの波長を有していることを特徴とするレーザー超音波試験システム。
【請求項１８】
請求項１６又は１７記載のレーザー超音波試験システムにおいて、前記アイドラー波及び
前記変換された信号波は、約３～約４ミクロンの範囲の波長を有していることを特徴とす
るレーザー超音波試験システム。
【請求項１９】
請求項１６～１８いずれかに記載のレーザー超音波試験システムにおいて、前記アイドラ
ー波及び前記変換された信号波は、約３．２ミクロンの波長を有していることを特徴とす
るレーザー超音波試験システム。
【請求項２０】
請求項１６～１９いずれかに記載のレーザー超音波試験システムにおいて、前記第１の光
変換器は、光パラメトリック発振器を備えていることを特徴とするレーザー超音波試験シ
ステム。
【請求項２１】
請求項１６～２０いずれかに記載のレーザー超音波試験システムにおいて、前記第２の光
変換器は、光パラメトリック発振器及び差周波発生器から選択されたデバイスを備えてい
ることを特徴とするレーザー超音波試験システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概略的には、非破壊試験の分野に関する。より具体的には、本発明は、中赤
外線波長の発生レーザービームを形成する方法及びシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　複合材料の作成における最近の進歩は、複合材料の使用を多様な用途に拡大した。低重
量と相まったその高い強度及び耐久性のおかげで、複合材は、或る種の耐荷重構成要素の
基部材料として金属及び金属合金に代わりつつある。例えば、複合材は、自動車、船及び
飛行機のような車両の本体部品及び構造に用いられる材料として現在一般的に使用されて
いる。しかしながら、複合材の機械的な完全性を確実にするため、厳しい検査が必要とさ
れる。検査は、標準的には複合材から作られる構成要素の製造時、及び構成要素の寿命に
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亘って定期的に必要である。
【０００３】
　レーザー超音波は、複合材料から作られた対象を検査する方法の１つの実例である。当
該方法は、複合材の一部分にパルスレーザーを放射することによって複合材の表面に超音
波振動を発生させることを含んでいる。検出レーザービームは、振動面に向けられ、表面
振動によって散乱される。収集光学素子は、散乱した検出レーザー光を受け入れ、処置に
導く。散乱レーザー光処理は、標準的には、収集光学素子と連結された干渉計を用いて行
われる。複合材に関する情報は、散乱光処理で突き止めることが可能であり、情報は、亀
裂、層間剥離、空隙率及び繊維情報の検出を含む。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本明細書に開示しているのは、放射波をポンプレーザーから第１の光変換器へ方向付け
ることから成る超音波探傷試験の方法であって、第１の光変換器は、放射波を信号波及び
アイドラー波に変換し、アイドラー波の波長は、中赤外線領域に含まれ、信号波及びアイ
ドラー波を第２の光変換器へ方向付け、第２の光変換器は、信号波の波長を中赤外線領域
に変換し、アイドラー波は、実質的には変化せずに第２の光変換器を通過し、アイドラー
波は、単一の出力波を形成するために変換された信号波と結合し、検査対象を超音波検査
するために、単一の出力波を検査対象の検査表面に方向付ける。
【０００５】
　出力波は、検査面上で超音波変位を発生させるため、及び／又は検査面上で超音波変位
を検出するための発生波であってもよい。検査面は、複合材から成っていてもよい。１つ
の実施形態では、第１の光変換器は、光パラメトリック発振器である。１つの実施形態で
は、第２の光変換器は、光パラメトリック変換器又は差周波発生器とすることができる。
任意選択的には、第１及び第２の光変換器は、単一の結晶に結合される。第１の光変換器
及び第２の光変換器は、結晶の異なる部分に分離され、任意選択的には、第１の光変換器
及び第２の光変換器は、単一の結晶の中に統合される。
【０００６】
　超音波試験の方法の１つの任意選択的な実施形態では、ポンプレーザー波の波長は、約
１．０６４ミクロンである。超音波試験の方法の１つの任意選択的な実施形態では、信号
波の波長は、約１．５９４ミクロンである。超音波試験の方法の１つの任意選択的な実施
形態では、アイドラー波の波長は、約３．２ミクロンである。本発明の方法の出力波の波
長は、約３ミクロンから約４ミクロンの範囲であってもよい。任意選択的には、超音波試
験の本発明の方法の１つの実施形態では、出力波の波長は、約３．２ミクロンである。
【０００７】
　本明細書に開示しているのは、約１．０６４ミクロンの波長を有する入力レーザー波を
約３．２ミクロンの波長を有する信号波及び約１．５９４ミクロンの波長を有するアイド
ラー波に変換することと、信号波の波長を約３．２ミクロンに変換することと、アイドラ
ー波及び変換された信号波を複合波として目標表面に方向付けることによって、目標対象
の目標表面上に超音波振動を生成することと、から成る試験対象にレーザー超音波試験を
行う方法である。当該方法は、第２の複合波を発生することと、第２の複合波を振動して
いる目標表面に方向付けることと、第２の複合波を用いて目標表面変位を検出することと
、を更に含んでもよい。入力レーザー波を変換するステップは、入力波を光パラメトリッ
ク発振器に方向付けることを含んでいてもよい。変換信号波を形成するステップは、信号
波及びアイドラー波を周波数変換器に方向付けることを含んでいてもよく、周波数変換器
は、光パラメトリック発振器及び差周波発生器であってもよい。
【０００８】
　本開示は、入力レーザー源と、入力レーザー源から入力波を受け取るために連結され、
入力波をアイドラー波及び信号波に変換するように構成されている第１の光周波数変換器
と、を含むレーザー超音波試験システムを更に含み、アイドラー波及び信号波は、異なる
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波長を有している。更に試験システムと一体化して含むことが可能なものは、アイドラー
波及び信号波を受け取るために連結され、信号波の波長をアイドラー波と実質的に同じ波
長に変換し、且つ変換された信号波及びアイドラー波を含む複合出力波を発するように構
成された第２の光周波数変換器であって、複合出力波は、目標表面上に超音波振動を発生
するために、目標対象の目標表面に方向付けることが可能である。このシステムは、更に
、目標表面に方向付けることが可能であり且つ目標表面振動を記録するように構成されて
いる検出レーザーを含んでいてもよい。
【０００９】
　入力レーザー波は、約１．０６４ミクロンの波長を有していてもよい。アイドラー波及
び変換された信号波は、約３ミクロンから約４ミクロンの範囲の波長を有していてもよい
。アイドラー波及び変換された信号波は、約３．２ミクロンの波長を有していてもよい。
第１の光変換器は、光パラメトリック発振器であってもよい。第２の光変換器は、光パラ
メトリック変換器又は差周波発生器であってもよい。
【００１０】
　本発明の特徴及び恩恵の一部を述べてきたが、その他のものについては、添付図面と関
連付けながら説明が進むにつれて明らかになってゆくであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】超音波検査システムの斜視図である。
【図２】超音波試験で使用する光源の実施形態の概略的表現を図解している。
【図３】図３ａは超音波試験のための光源の代替的な実施形態の概略的表現である。図３
ｂは超音波試験光源で使用される分極結晶の概略図である。
【図４】図４ａは超音波試験のための光源の代替的な実施形態の概略的表現である。図４
ｂは超音波試験光源で使用される分極結晶の概略図である。
【図５】超音波検査のための光源の代替的な実施形態の概略的表現である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明は、好適な実施形態と関連させて説明するが、本発明をそのような実施形態に限
定することを意図していないことが理解されるであろう。それどころか、添付の特許請求
の範囲によって定義されるように、本発明の精神及び範囲の中に含まれ得るものとして、
全ての代替物、修正物、等価物を含むように意図している。
【００１３】
　これより、本発明を、本発明の実施形態を示している添付図面を参照しながらより詳し
く説明する。しかしながら、本発明は、多くの異なる形態で具現化されてもよく、本明細
書に説明する図示の実施形態に限定されるものと解釈されるべきではなく、寧ろ本開示が
綿密及び完全なものであるように、且つ本発明の範囲を当業者に十分に伝えるようにこれ
らの実施形態は提供されている。類似番号は、各図を通して類似要素を指している。添付
図面を参照するうえでの便宜上、方向を示す用語は、参照及び例証のためだけに使用され
ている。例えば「上部の」、「下部の」、「上方に」、「下方に」などの方向を示す用語
は、相関的な位置を説明する目的で使用されている。
【００１４】
　修正物及び等価物が当業者には自明のように、本発明は、表示及び説明している構造、
動作、正確な材料又は実施形態の正確な詳細に限定されないものと理解されたい。図面及
び明細書では、本発明の例証的な実施形態を開示しており、特定の用語が使用されている
が、それらの用語は単に一般的及び説明的な意味でのみ使われており、制限的な目的で使
用されているわけではない。このような次第で、本発明は、したがって、添付の特許請求
の範囲によってのみ制限されるべきである。
【００１５】
　図１は、レーザー超音波検出システム１０の一実施形態の側面斜視図である。検出シス
テム１０は、発生ビーム１４を発するために形成され、検査目標１５に方向付けられるレ
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ーザー超音波ユニット１２を備えている。発生ビーム１４は、検査表面上１６の検査目標
１５に接触する。発生ビーム１４は、検査表面１６上に対応する波動変位１８を発生させ
るために検査表面１６を熱弾性的に膨張させる。１つの実施形態では、発生ビーム１４は
、検査表面１６上に波動変位１８を発生させるように構成されているパルスレーザーであ
る。検出ビーム２０は、レーザー超音波ユニット１２からも発しているように図示されて
おり、発生ビーム１４の周囲で同軸に示されている。同じレーザー超音波ユニット１２か
ら発していても、検出ビーム及び発生ビーム（１４、２０）は、異なる源から発生されて
いる。しかしながら、検出ビーム２０は、任意選択的には、異なるユニット、並びに異な
る場所から発してもよい。既知のように、検出ビーム２０は、位相変調光２１を形成する
ために波動変位１８に接触することで散乱、反射及び位相変調される検出波を備えている
。検出ビーム２０からの位相変調光２１は、その後収集光学素子２３で受け取られ、検査
目標１５についての情報を確定するために処理される。検出ビーム及び発生ビーム（１４
、２０）は、表面１６全体に関する情報を獲得するために目標１５全域で走査され得る。
ビーム（１４、２０）を走査するために使用される機構（図示せず）は、レーザー超音波
ユニット１２の中に格納されていてもよい。機構を制御し、且つ任意選択的に収集光学素
子によって記録されたデータを処理する処理装置（図示せず）も、同様に、レーザー超音
波ユニット１２に格納されていてもよい。収集光学素子２３は、レーザー超音波ユニット
１２から分離していて、矢印Ａを通じてレーザー超音波ユニット１２と通信するように図
示されているが、収集光学素子は、レーザー超音波ユニット１２に含まれていてもよい。
【００１６】
　次に図２を参照すると、中赤外線発生器２２の１つの実施形態を概略図で図示している
。下文で更に詳細に説明するように、中赤外線発生器２２は、図１の発生レーザービーム
１４の１つに使用され得る出力波を発生する。図示する実施形態では、中赤外線発生器２
２は、第１の光周波数変換器３０に方向付けられたポンプレーザービーム２６を発するポ
ンプレーザー２４を備えている。第１の光周波数変換器３０は、１つのポンプ入力波を２
つの波、（１）アイドラー波３２及び（２）信号波３６に変換する。一部の残りのポンプ
レーザー波３４は、変換器３０を通過する。各波（３２、３４、３６）は、異なる波長に
なっている。変換器は、１００％効率を下回って作動し、ポンプレーザービームからのエ
ネルギーのごく一部はその中を通過することができる。
【００１７】
　第１の光周波数変換器３０から発する波は、第２の光周波数変換器３８に方向付けられ
る。第２の光周波数変換器３８は、周波数波長及びエネルギーなどの波動特性に何ら影響
を及ぼすことなくアイドラー波３２が自由に通過できるように構成されている。信号波３
６の波長は、しかしながら、実質的にはアイドラー波３２の波長と同じになるように第２
の光周波数変換器３８の中で変換される。このような次第で、アイドラー波３２及び信号
波３６は、特定の波長及びアイドラー波３２のエネルギー準位より大きいエネルギー準位
を有する単一の出力波４０に複合化される。従って、中赤外線発生器２２は、超音波試験
に望ましい波長を有する出力波４０を作り出すように構成されている。
【００１８】
　任意選択的には、入力結合器２８及び出力結合器４２は、第１及び第２の光周波数変換
器（３０、３８）のそれぞれの入力及び出力に配置され得る。既知のように、入力及び出
力結合器（２８、４２）は、変換器３０及び３８の変換効率を高める光共振器を作り出す
。結合器２８及び４２は、ポンプ、アイドラー及び信号波長の反射及び伝送特性と、出力
ビーム４０のエネルギーを最大化するように設計されている曲率半径を有する。設計値は
、計算、モデリング及び実験により決定される。ここで説明する装置は、図２の実施形態
に限定されるものではないが、幾つかの他の共振器の取り組みを含むことが可能である。
例えば、代替的な実施形態は、３又は４アーム共振器を含んでいて、それらの共振器は、
より多くの結合器又は反射鏡を含んでいる。４アーム共振器５３の実施例を図５で示して
いる。ここではポンプレーザービーム２６ｃは、第１の入力結合器５４を通過し、アイド
ラー波３２ｃは、出力結合器５７から共振器５３を出る。第１及び第２の周波数変換器（
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３０ｂ、３８ｂ）は、共振器５３の異なるアームにある。ポンプビーム３４ｃの残りの部
分は、出力結合器５５から出て、アイドラー波及び信号波は、鏡５６に向かって第２の光
周波数変換器３８ｂを出る。複数アーム共振器の１つの利点は、ポンプが第２の変換器に
達することを阻止することにあり、光学コーティング及び損傷閾値の要件を減らすことが
できる。
【００１９】
　図２の中赤外線発生器を使用する１つの実施例では、ポンプレーザービーム２６の波長
は、１．０６４ミクロンである。この実施形態では、第１の光周波数変換器３０は、ポン
プレーザービーム２６をアイドラー波３２に変換するように構成されており、アイドラー
波３２の波長は、約３．２ミクロンであり、信号波３６の波長は、約１．５９４ミクロン
である。更にこの実施形態では、第２の光周波数変換器３８は、信号波３６を約１．５９
４ミクロンから約３．２ミクロンに変換しながら、アイドラー波３２の自由な通過を認め
るように構成されている。第２の光周波数変換器３８は、このようにして、出力波４０を
形成するために、通過アイドラー波３２と結合される変換された信号波３６を作り出す。
従って、第２の光周波数変換器３８の使用は、変換された信号波３６を介してエネルギー
を回復することで出力波４０の力を高める。複合材料のレーザー超音波試験は、その波長
が中赤外線領域、即ち約３ミクロンから約４ミクロンの範囲にあるレーザー波を使用する
ことによって大いに改善されることが見いだされた。より具体的には、複合材表面の改善
された検出は、その波長が約３．２ミクロンであるレーザー波を使用することで実現され
る。そのようなレーザーで評価することができる複合材表面特性は、欠陥、層間剥離、混
入物、亀裂及び繊維配向及び繊維密度のような繊維特性を含んでいる。
【００２０】
　本装置及び方法の使用の別の利点は、多くの良好に機能するレーザーポンプが、１ミク
ロン付近で作動することであり、それらは、ほんの数例を挙げれば、Ｎｄ：ＹＡＧ、Ｙｂ
：ＹＡＧ及びＮｄ：ＹＶＯ４を含む。従って、それらのレーザーは、中赤外線発生器２２
のポンプレーザー２４の実現可能な候補を備えている。１つの実施形態では、第１の光周
波数変換器３０は、光パラメトリック発振器（ＯＰＯ）を備えていてもよい。別の実施形
態では、第２の光周波数変換器３８は、ＯＰＯの他に差周波発生器（ＤＦＧ）を備えてい
てもよい。ＯＰＯ及びＤＦＧは、完全位相整合結晶又は周期的分極疑似位相整合結晶のい
ずれかで作られ得る。
【００２１】
　図３ａは、中赤外線発生器２２ａの代替的な実施形態を提供している。この実施形態で
は、ポンプレーザー２４ａは、周波数変換器へ向けて任意選択的な入力結合器２８ａを通
過してポンプレーザービーム２６ａを発している。ここでは、第１の光周波数変換器３０
ａは、単一の結晶の形態で第２の光周波数変換器３８ａと結合されている。結晶の前部分
は、第１の光周波数変換器３０ａを備えており、第２の部分は、第２の光周波数変換器３
８ａを備えている。結合された結晶は、合わせて融合された２つの位相整合結晶又は疑似
位相整合周期的分極結晶４４で作ることが可能であり、図３ｂの概略図で示している。第
１の光周波数変換器３０ａを形成している結晶４４の部分は、一連の細いグリッド線４６
で図示されている。より太い且つより大きく間隔のあいたグリッド線４８は、第２の光周
波数変換器３８ａを形成している結晶４４の部分を図示している。それらのグリッド線（
４６、４８）は、周知の方法で形成される周期分極の位置を図示している。結晶４４の第
１の区分の分極は、ポンプをアイドラー及び信号（３０ａ）に変換するように設計されて
いるが、一方、結晶（３８ａ）の第２の区分の分極は、信号をアイドラーに変換するよう
に設計されている。
【００２２】
　中赤外線発生器２２ｂの更に別の実施形態の概略図を図４ａに示している。この実施形
態では、ポンプレーザー２４ｂは、任意選択的な入力結合器２８ｂを通過するポンプレー
ザービーム２６ｂを発しており、ポンプレーザービーム２６ｂは、統合光周波数変換器５
０の中へ受け入れられる。統合光周波数変換器５０は、第１及び第２の光周波数変換器（
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３０、３８）と本質的に同じ方法で作動し、本質的に同じ機能を果たす。統合光周波数変
換器５０は、更に、超音波レーザー試験ビームとして使用される出力波４０ｂを発する。
図４ａの統合光周波数変換器５０は、統合周期分極結晶５２として図４ｂで概略的に描写
されている。ここでは、細いグリッド線４６ａ及び太いグリッド線４８ａは、結晶５２の
長さに沿って交互に並んでいる。
【００２３】
　中赤外線発生器の何れの実施形態で作られる最終波も、しかしながら、３．２ミクロン
に制限されるものではなく、約３ミクロンから約４ミクロンまでを含むことができること
に注目すべきである。本明細書における検討目的で、中赤外線範囲は、約３ミクロンから
約４ミクロンまでの波長を有する波を画定する。
【００２４】
　本明細書で説明される本発明は、従って、目的を遂行し、その中に本来備わっている他
のものに加えて、言及した結果及び利点を獲得するようによく適合されるものである。本
発明の現在好適な実施形態を開示目的で提示してきたが、所望の結果を達成する詳細な手
順には多数の変更が存在する。それら及び他の類似の修正は、当業者であれば容易に想起
されるであろうものであり、本明細書に開示する本発明の精神及び添付の特許請求の範囲
の中に含まれるものと意図される。

【図１】 【図２】
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【図４ａ】 【図４ｂ】
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